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2022年2月10日（木）13時00～14時10分
衆議院第一議員会館多目的ホール

２．１０院内学習会
主催：全国労働組合総連合（全労連）・国民春

闘共闘委員会

テーマ：最低賃金全国一律化の実現に向
けてー最低賃金法の問題点を考える

講演者：小越洋之助（國學院大學名誉教授、前労働総
研代表理事）
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日本経済も従業員も無視した収益拡大
労働総研2022年春闘提言

「新自由主義からの転換にふさわしい賃上げを」
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生産性が上昇しても上がらない賃金

• 労働総研２022年

• 春闘提言

3

最低賃金制とは？
日本の定義とILO（135号勧告）、「最低賃金制に関する一般調査告書」

◎最低賃金法
第１章総則
（目的）
第１条この法律は、賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額を保障することにより、労働
条件の改善を図り、もつて、労働者の生活の安定、労働力の質的向上及び事業の公正な競争の
確保に資するとともに、国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。
◎ＩＬＯ「開発途上にある国を特に考慮した最低賃金の決定に関する勧告」（第１３５号、
1970年）
Ⅰ最低賃金の決定の目的
１最低賃金の決定は、貧困を克服すること並びにすべての労働者及びその家族の必要を満たす
ことを企図する政策の一の要素をなすべきである。
２最低賃金の決定の基本的な目的は、賃金労働者に対し、賃金の許容される最低水準に関して
必要な社会的保護を与えることであるべきである。
◎ＩＬＯ「最低賃金制に関する一般調査報告書」（２０１４年）
〇貧困とたたかい、労働者の購買力を維持するという最低賃金制の目的に留意する必要がある。
〇１３１号条約と１３５号勧告には明記されていないが、不公正競争とたたかうことが最低賃
金制のもうひとつの目的である。
〇最低賃金制は、賃金格差を是正するという機能をもっている。
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日本の地域別最賃制の最高と最低の格差
（2002~2021年）資料は厚生労働省。整理は筆者

表 地域別最低賃金の最高と最低の格差

年 最高 最低 比率 金額 ,加重平均額

2002 708 604 85.31 104 663

2003 708 605 85.45 103 664
2004 710 606 85.35 106 665
2005 714 608 85.15 106 668
2006 719 610 84.84 109 673
2007 739 618 83.63 121 687
2008 766 627 81.85 139 703
2009 791 629 79.52 164 713
2010 821 642 78.20 179 730
2011 837 645 77.06 192 737
2012 850 652 76.70 198 749
2013 869 664 76.40 205 764
2014 888 677 76.20 211 780
2015 907 693 76.41 214 798
2016 932 714 76.60 218 823
2017 958 737 76.90 221 848
2018 985 761 77.25 224 874
2019 1013 792 78.18 223 901
2020 1013 792 78.18 221 902
2021 1041 820 78.77 221 930
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日本の最賃制の問題点

• １地域ごとにバラバラ（４７都道府県別に最低賃金額が違う）

• ２金額が低く労働者の生計費になっていない（最賃法第1条違
反）

• ３「労働力の質的向上」になっていない（新技術の教育訓練な
どできない。上と同じ）

• ４事業の「公正競争」に資していない。上と同じ）

• ５．地域格差是正に寄与せず。逆に地域別設定が時代遅れに
なっている。

• ６ 金額が低すぎて貧困防止の機能がない。同時に「生活保護
保との整合性の配慮」（2008年施行最賃法改正）にもならない

• ７．決定基準に「賃金支払い能力」を定めている。

• ８．日本の最賃額を総体として表示できない（加重平均値は後
から結果でわかる）

• ９、総じて、国民が誰でも分かり生活を安定できる最低賃金制
になっていない。
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なぜ地域別最賃制ができたのか１

*敗戦後の占領下 激しいインフレーション、食料危機などで最賃制を実施
できず（労働基準法第28条~31条に規定はあった）

＊1950年代、アメリカへの繊維輸出で「1ドルブラウス」発生⇒日本の労働
官僚が貿易摩擦回避で、地方の地場産業中、業者団体がある産業の同業者
協定を最低賃金審議会を通して「最低賃金」とした。初発は中卒女子の初
任給協定。それを法制化「業者間協定方式」（1959年「最低賃金法」第９
条）

＊60年代の高度成長期で、重化学工業化と若年労働力不足で、産業、業種
ごとに最低賃金の加入を勧めた。1968年「改正最低賃金法」（通称「審議
会方式）対象者も中卒初任給の枯渇から中高年女性パートへ

＊1970年代、産業・業種ごとの最賃よりも低額の地域別設定が登場し、増
加。その後、地域別最賃と産業別最賃の並立時代。
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なぜ地域別最賃制ができたのか２

＊1970年代オイルショック、激しいインフレ、物不足。労働運動、市民運動の
高揚。一部組合は対政府交渉を行う。

＊労働組合・総評を中心とした「生活制度闘争」やがて「国民春闘1。（1973
年年金スト、1974年インフレ阻止闘争、1975年「全国一律最賃制確立」闘争。
労働4団体共闘、4野党共同法案（社会、共産、公明、民社）

＊ストは中止。その後「中央最低賃金審議会」での検討。⇒全国一律最賃制は
「中賃目安」にかわる。そのときの論理は「全国一律最賃制」の考えの中にあ
る「全国的整合性」を考慮。当時の会長は公益委員金子義雄氏。

金子氏は「経営者が全国一律制を強力に反対した」しかし後日、「審議会にお
いて全国一律制を提起しなかったことに悔いがある」と発言。

＊「中賃目安」以降、都道府県別に設定される地域別最賃をベース。

その上に産業別最賃を積み上げる方式。（産業別最賃は財界は「屋上屋を重ね
るとして廃止を要求。やがて「特定最賃」へ）
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現行最賃制の問題点①
支払い能力論の挿入

現行最賃制では最低賃金の決定基準として①「労働者の生計費」②賃金
③通常の事業の賃金支払い能力を挙げている。（最賃法第9条２）①は生活
保護との「整合性」も加わり、②は従来「類似の労働者の賃金」としたも
のと同義と解釈できる。問題は③である。最賃法は労働者の低賃金を引き
上げ、その生計費を保障させるもので、あえて「事業の賃金支払い能力」
を入れる必要があるのか。この基準は曖昧で、先進国の最賃にはそのよう
な条文はない。行政の指南書では①②③は三原則で、「最低賃金の決定に
あたっていずれも考慮されるべき重要な要素」だという。同じ行で「最低
賃金制が労働者の生活の安定を第一目的」と言いながらである。（労働調
査会出版会『最低賃金法の詳解』46頁）じっさいは、この要素があるから、
最賃決定が低められてきたのである。（審議会での経営側の抵抗）中小企
業への助成策こそ問題にすべきであろう。
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自民党最賃一元化推進議連の提言から
最賃決定基準の「賃金支払い能力」の批判

最低賃金については、各国に多様な決定基準があり、その中で英国は、
2024 年までに賃金中央値の 2/3 の水準にするという中期目標を立て毎年
の引き上げ幅を決定している。

我が国の最低賃金制度については、地域別最低賃金決定の際に、①生計
費、②賃金、③賃金支払い能力を考慮して定めるとされているが、③の

支払い能力という概念は他の国には見られない要素であり、またその概念
は極めて曖昧であり、この要素が最低賃金引き上げの抑制要因として機
能してきたと推察される。

自民党最低賃金一元化議員連盟（会長衛藤征士郎氏）「最低賃金制度のあ
り方に関する提言」（2021年5月25日）

10

5



地域別最低賃金と生活保護との「整合性」に
ついて 2007年改正最賃法

• 改正最低賃金法の骨子は①表示単位を時間額に一本化

②地域別最賃を「国内の地域ごとに、すべての労働者に適用される」ように義務化

③最賃の決め方を「地域における労働者の生計費及び賃金並びに通常の事業の賃金支払い能
力を考慮して」決定

④地域における労働者の生計費については「生活保護との整合性も考慮する必要性がある」
ことの明確化

⑤現行制度にある適用除外制度をなくして「減額措置」を導入（例えば障害で著しく労働能
力の低い者、試用期間の者など）

⑥地域別最賃の違反の使用者への罰則の強化（現行2万円以下から50万円以下へ）

⑦産別最賃の罰則をなくし、「特定最低賃金」に変更（産別最賃廃止ではなく、それを残
す）⑧労働協約拡張方式（現行法11条）の廃止

⑨派遣労働者に適用される最賃を「派遣元」の事業場への適用（現行）から「派遣先」事業
場へと見直し。以上の諸点である。

• 改正最低賃金法のポイント この中でとくに重要なのは④である。改正法は「労働者の生
計費を考慮するに当たっては、労働者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことができ
るよう、生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとする」（第9条3項）と規定し、
最賃が憲法第25条のナショナル・ミニマム保障と明確な関連があることを明示した。

• ただし、⑦⑧などの論点がある。
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現行最賃制の問題点⓶
時間額表示のみで月額表示が不明

• 一律最賃を導入している諸外国では、時間額表示をベースとして、月額
表示も換算しやすい。時間額表示はパートタイム労働者などの賃金額を
明示しやすいが、他面では正規労働者との賃率比較が困難となる。

• 日本では最賃額表示は2001年まで、時間額と日額で表記されていた。そ
の後時間額への一本化。とくに問題になるのは,非正規、学生アルバイ

トの時給表示に残業代を含めて表示する（いわゆる「固定残業制」）な
どのために使われる違法行為。労働組合は最賃水準に時間額、日額、月
額表示を要求してきた。また、政府が示す月額表示は月１73.8時間。労
働組合は150時間を表記。

• なお、最低賃金には通勤手当、精皆手当、家族手当は除外される。
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野党の全国一律最賃制の支持

• ＊国会の動向

• ＊2019年の参議院議員選挙⇒大部分の政党が最低賃金の引上げ・全国一律
制に言及

• ＊2021年の総選挙⇒野党4党が最賃1500円を掲げる

• ＊2022年2・10（本日）立憲民主党、日本共産党、日本社会党、れいわ新選
組 各党

• ＊国民民主党は時給1000円案支持。

• ＊日本維新の会は『「日本維新の会」の最低賃金制廃止の「公約」を批判
する』（2012.12.05）筆者のホームページ
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問題点③
最大の問題点「生計費原則がない」

• 最低賃金の決定は①中央最低賃金審議会（中賃）が、地方最低賃金審議
会（地賃）引上げ額「目安」を提示⓶地賃はその「目安」をもとに地

方最賃審議会（労・使・公）で審議③最低賃金審議会では目安額か、そ
れに上積み④異議申し立てを経て④行政当局が決定する、という複雑な
方式となっている。地方では多少の上積みがある県があるが、最近では
ほぼ「目安」通りに決定している。そのさい考慮しているのは、小規模
企業の賃上げ率である。ここでは生計費原則に係わる多少の資料は出さ
れるが、生計費での決定は事実上ないといっても過言でない。
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現行最賃制への対案
全国一律最賃制

• １．雇用形態（正規・非正規）に関係なし。（貧困と差別をなくし
「ジェンダー平等」を促進する）

• ２．「地域格差」をなくす

• ３．国民的最低限（ナショナル・ミニマム）保障の有効手段

４．新自由主義政策（市場万能主義、格差と貧困の拡大政策）を規制

する有力手段となる

5．内需を拡大し、地域経済活性化に貢献する

６「8時間働けばふつうに暮らせる社会」づくりの前提となる
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一律最賃の根拠①日本の生計費は全国で
類似。

• 全労連と労働総研との地道な生計費調査。

• 地方は生計費が安いと思われるが、調査の結果は、

• ①食費、通信費は類似。②光熱費は寒冷地は首都圏対比で高い。③交通
費は都市部では公共交通の発達で地方との対比で相対的に安価。地方は
相対的に高い。自動車が不可欠。一家に2~3台の家庭もある。公共鉄道
の民営化で、とくに不便となる地域が多い。

• ④住宅費は地方は安価。都市部では家賃が高い。③と④で相殺される。

• その他、教養娯楽費を含めて生計費では類似となる、と発見。
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各地の最低生計費及び必要とする時給額

17

生計費調査結果２
秋山一臣「全国一律最賃実現に向けた全労連が考える支援政策」

『労働総研ニュース』N O． 36 2、 20 20年 5月号
生計費調査は全労連各地域組織が、初発には金澤誠一仏教大学教授、

主要には中澤秀一静岡短期大学准教授の協力で実施。
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一律最賃の根拠②
世界で一律最賃が大勢

＊最賃制に地域格差を残す国は4ケ国のみで、ごく少数派。国土が膨大と
か連邦制を残すなど特別な事情があるとみるべきで、日本には該当しな
い。

4ケ国はカナダ、中国、インドネシア、日本。（次の図を参照）

• ＊アメリカは連邦制だが、連邦法の最低賃金がある。フランスは当初は
農業は別立てで、パリ地区を１００として８０の格差があった。しかし
1970年に地域格差を撤廃して文字どおり全国一律制になった。

• イギリス、ドイツも一律最賃に踏み切る。

• 韓国も一律最賃導入。インドなどその他の国も最賃は一律化を実施。
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一律最賃の根拠③

最低賃金制は「賃金の最低限」を法律で決め、これ以上に引き上げる制度。

＊そもそも法定の賃金の「最低限」は地域ごとに何本もあるべきか？

＊日本のような方式では最低賃金の「一国の標準」が分からない。「加重平均」
は後から出る。東京の最賃額や沖縄の最賃額を「標準」にはできない。

＊最低賃金制は日本の法律としては初めて労働基準法に規定された。（第28条
~31条）現在もこの条項はあるが、空文になっている。労働基準法から発生した
最低賃金規定で、その金額が何本もある、とは普通は考えずらい。

＊他国にも適用除外や例外規定はある。（年齢や障碍を持つ者の減額など）

しかし、地域別という例外は少ない。
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地域別最賃は、都道府県別に４７本の最低賃金が決まる。そのなかでは
ABCDの4ランク別に最賃額が決まる。このようなランク別の最賃額決定
では低い地域の産業、企業では労働力の確保が不利であることは必然であ
る。

現在（2021年）の最高と最低の最賃の地域格差は221円。これは時給格差
であり、月額、年額にすると、ますます大きくなる。しかも日本では月額、
年額に換算する労働時間に社会的合意がまだない。全労連の主張は年間
1800時間、月額150時間である。これで計算すれば、221円×150時間×12
＝39万7800円となる。（政府基準では221円×173．8時間≒46万918円）

同じ労働をしてもこのような地域格差がある。地域格差をなくすことは
「同等労働同等賃金」の前提条件でもある。

現行最賃制の問題①
格差をつくり貧困労働を残す
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厚生労働省資料

24

12



25

現行地域別最賃制の限界⓶

経営側から見た地域別最賃制の限界

１．労働力の確保が困難（東京に人口が集中して地方に定着し
ない。とくに若い労働力が定着しない）

２．都市部から地方に移住したい労働者が移住できない

３．パートタイム労働者も時給の高い隣県に移動してしまう

４．外国人労働者も低賃金地域を嫌い、最賃の高い都市部へ

以上は地域起こし、地域活性化政策にとってもマイナス

26
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全国一律最賃制を支持する一自治体首長
の発言西川一誠氏（福井県知事）

 
西川一誠(福井県知事) 

政府が進める「働き方改革」の議論において欠けている問題がある。それは「地方と都市

における賃金格差」の是正が語られていないことである。政府は地域間の賃金格差こそ直

すべきであり、この格差を容認している最低賃金制度をまず是正する必要がある。 

「同一労働同一賃金」の実現は、場所を問わずオールジャパンの原則であるかのようにし

主張されている。しかし、現実には、同じ労働に対する正規・非正規の同一企業内の不平

等等を言っているのにすぎない。同一労働の「地域間」における賃金の格差の存在には気

づかないか、あるいはまったく関心が向けられていないのが実情だ。同じ日本の中の地方

と都市で同じ労働に価値の違いがあるのははたして常識なのだろか（中略） 

最近ではどの地域に行っても同じように営業するコンビニ、スーパー、洋服店、フード店

など画一的な風景が目につく。物流も同様であり、サービスやモノの値段に違いはない。

だが、こうした全国展開する企業の従業員には、各地で異なる時給が支払われている。 

はたして同じ仕事に従事する人々の労働の価値に違いがあるのだろうか。最低賃金に地域

差を設ける制度にどこまで合理性があるかは疑問である。(中略)「地域の平均賃金と企業

の賃金支払能力も、現実には大都市と地方で高低がある。その背景には企業の立地・集積

がある。地方には主に中間材を製造する中小企業が立地する一方、大都市には地方の企業

から部品・材料を調達して最終製品を販売する大企業が多く立地する。サービス業、金

融・保険、情報産業なども首都圏に過度に集中する。これらの企業は賃金支払い能力も一

般に高く、都市部の平均賃金が高くなる傾向となる。要するに、地域ごとに最低賃金を決

めれば、都市と地方との賃金格差が拡大していく循環を生むのである。人口減対策や国土

対策の観点からは、国はあらゆる旧来の制度を基本に立ち返って見直す時期にきており、

賃金制度についても例外でない。東京への一極集中が続き、何も手を打たなければ、都市

と地方の格差は今後も拡大する。都市の成長は、地方の水・電力のインフラ、農業など、

そして流入人口に支えられてきた。これ以上の人口集中や格差の拡大は、地方だけでな

く、都市自体の疲弊、社会全体の分断をも招き、国の将来にとってもマイナスである。 

地域別最低賃金などという制度は、一種の形容矛盾なのである。最低賃金が労働者のセー

フティーネットという本来の意味からしても一律の賃金水準に向かうべきだろう。(後段

略)」（「最低賃金は『全国一律 1000 円』にするべきだ―地域別最低賃金は世界の常識では

ない」『東洋経済オンライン』2018 年 5 月 30 日） 
27

現行最賃制から全国一律制への転換は地域格差を
縮小し、若者などの流出の歯止めとなる（小越）

•全国一律最賃水準は賃金の「底」（floor）である。その水準が生活と
の関係で最低限の水準が確保されていれば、若者や住民の移動志向は
大きく変わる。元来地方居住者は若者でも住み慣れた郷土を去る志向
性ばかりでない。高齢の親を残す不安があり、若者の都市部での生活
は「単身生活の利便性」があっても、人間疎外に陥りやすい。若者の
「地元志向」が根強いことは各種調査でも論証されている。

•また、新規学卒者に典型であるが、農村部から都市部に移動するのは、
その地域に安定した生活を保障する雇用が不十分で、賃金・報酬が低
いことである。地元の中小企業労働者に時給1500円水準を保障し、公
契約の活用など需要を創出しつつ、同時に中小事業主を助成し、農業
の再建、米価の生産費を保障させる。コメを日本の基幹産業として明
確に位置づけること。

28
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各国の最低賃金と平均値・中央値の関係

29

時給1500円は平均賃金・中央値賃金でみて
どのあたりになるか？

30
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欧州委員会が昨年10月に発表した「域内における最低賃金額の適正化を
はかる指令案」がある。指令案では、各国の最低賃金水準の低さや、適用
対象から除外されている労働者などへの対応を目的に、ディーセント(適
正)な生活を可能とする最低賃金額の設定や、その根拠となる基準、また
労使の参加などが求めてられている。
同指令案によれば、最低賃金の適正な水準の目処は、「賃金の中央値の少
なくとも60%、または、平均賃金の50%」とされる。しかし、域内の多くの
労働者は適正な最低賃金による保護を受けておらず、法定最低賃金制度を
有する多くの国でも、近年上昇傾向にはあるものの依然として低水準で、
ディーセントな生活を提供できていない。WSI（ドイツの研究機関）によ
ると、ドイツの場合、賃金の中央値の60％に相当する額は時給12ユーロで
あり、現在の時給9.50ユーロとはかなり差がある。仮に最低賃金が時給12
ユーロに設定された場合、ドイツでは推計で約680万人がその恩恵を受け
る。

欧州域内における最低賃の適正化を図る指令案
（引用は J I L「国別労働トピック：ドイツ」（ 20 21年8月）

31

ドイツ

• ドイツ政府（社民党、緑の党、自由民
主党）大連立（オラク・シュルツ中道
左派内閣成立（2021．12．8）

• 2020年最低賃金委員会の決定

• 2020年1月9.82ユーロ

• 7月10.45ユーロ

• 2022年法2022年10月から約15%引上げ

• 12ユーロへ1€≒128.81（約1550円へ）

韓国政府当初1万ウオン実現を公約

その後経営者側（自営業主など）反発。

2011年8720ウオン

2022年労使対立。（労働者側1万ウオン要
求。経営側反発）

公益委員による裁定、2022年9160ウオン
（5.1％）1ウオン≒0、096円として

一律879円

韓国

一律最賃額をめぐる最近のデータ

32
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賃上げ率と最低賃金引上げ率の元データ

34
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最賃の引上げと団体交渉の「相補性」確保のため
の効果的組み合わせを提唱

ILO「世界賃金報告」（2009年）

• ILOは、各国政府に対し、賃金稼得者の購買力を保護し、国内消費を刺
激するよう提言し、整合性のある賃金政策の必要性を訴えている。

• ①最賃を団体交渉の代替物として活用せず、効果的な組み合わせを図る
こと。団体交渉制度が弱体化するなか、最低賃金という政府の介入を通
じて脆弱な労働者を保護する動きが拡大している。だが、団体交渉は最
低賃金よりも広範な労働者を対象とし、労働時間など賃金以外の労働条
件も交渉対象とすることが可能だ。

• ②最低賃金設定制度を可能な限り簡素かつ運営可能なものに留めること。
イギリス、フランス、アメリカを含め、大半の国に比較的単純な全国一
律最低賃金がある。

35

日本における医療・介護・保育労働者の
賃金引上げの重要性

• 多くの公共的サービス業、なかんずく、医療、介護、保育労働者は、エッ
センシャル労働者（essential worker)と呼ばれている。

• essentialとは、欠くことができない、必須の、非常に重要な、という意味で
ある。コロナ禍で、その社会的存在が明示されてきた。だが、この分野に
は女性労働者が多く、その待遇、賃金は低い。日本がデジタル社会化、少
子化、超高齢化に向かうなか、この人びとの役割はますます重要になるで
あろう。また、日本でも遅れていた「ジェンダー平等」の流れも必然であ
ろう。

• そのような情勢において、低賃金や過重労働で職場を去るような事態は絶
対避けなければならない。名前だけの「エッセンシャル」ではなく、

• 具体的な待遇の確保ー団体交渉での賃上げーがますます重要になっている。
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自民党最低賃金一元化議員連盟の提言から①
2020年12月15日

賃金・社会保険料の減免、公正競争対策、「内部留保の活用」
も示唆

• 全国一律の最低賃金を採った場合、地方の中小企 業をはじめ雇用者が
その負担に耐えられるかという点は 解決すべき重要な課題である。
現在、中小企業の賃金引上げ等生産性向上に向けた国の支 援策として、
業務改善助成金がある。これは事業所内最低 賃金を一定以上引き上げ、
設備投資等を行った場合に、そ の費用の一部を助成するものである。
しかし、この助成の 利用実績はやや低調にとどまっているほか、飲食
や小売店 舗販売等の労働で、設備投資が直ちに生産性向上につなが る
事例は限られると推測される。 このため、賃金や社会保険料の支払
いを直接助成する等の 新しい助成の方策も、各国の事例も参考にしな
がら、今後 の検討に値する。 事業の公正な競争の確保という観点
からは、下請け適正取 引対策も重要と考えられる。特に、中小の事業
者が労務コ ストを適正に価格に転嫁できる仕組みを整えることは不 可
欠である。 いずれにしても、事業者が、長期的な展望をもって賃金
を 上げることを可能にするためには、例えば 10 年程度の経 過期間を
設けて、安定的に継続する支援施策が必要である。 その場合の財源
については、例えば大企業の内部留保（利 益剰余金）に注目すること
もあり得る。450 兆円を超える 内部留保に 0.5%を毎年課税することで
2 兆 2500 億円の 資金が捻出できるという試算もある。これを中小企
業の支 援に充てるという対応策もあり得るのではないかという 意見も
あった。

37

内部留保の活用を

岸田内閣による「新資本主義」ではタテマエとしても「経済の好循環」が主
張されている。現在それを阻害しているのは、内需の低下であり、賃金の低
下であり、消費の低迷である。総じて経済成長の低迷、これはどのマスコミ、
経済紙でも一様に指摘されている。しかも諸外国ではアジア諸国にも日本は
負けている。この大きな原因には日本の大企業の内部留保の激増がある。内
部留保には狭義と広義がある。狭義には利益剰余金を意味するが、広義には
次図のように、利益準備金のほか、資本準備金、各種引当金を含んでいる。
内部留保は企業の投資資金などで一定額は必要であるが、

現在のように、466兆円（広義）も溜め込む必要はない。また、この間法人税
率も引き下げられている。大企業優遇だけでなく、中小企業対策、全国一律
最賃の財源として、このごく一部を活用すれば、労働者の働く意欲は増大し、
中小企業など地域経済も活性化するであろう。必然的に経済成長は展望でき
る。政策転換が必要である。
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労働条件改善の経済効果②

41

零細経営者への支援-雇用安定資金事業

• 零細事業主の最低賃金引き上げの負担を減らし、労働者の雇用維持を図る事業
として、「雇用安定資金事業」がある。

• 雇用安定資金事業とは、原則として従業主30人未満の事業主に対して、一定の
支援要件を満たした場合に労働者の人件費の一部を継続的に支援する制度であ
る。2021年度時点では、支援要件として、支援を受ける労働者は雇用が1カ月以
上維持されており、月平均報酬額(基本給、すべての手当の総額)が219万ウォン
以下である必要がある。また、事業主は、①最低賃金の遵守、②雇用保険への
加入、③既存労働者の賃金水準引き下げ禁止および雇用維持の努力義務、とい
う条件を満たさなければならない。

• 2021年度の支援金額は、5人以上の事業所では一人あたり月5万ウォン、5人未満
の事業所では月7万ウォンで、短時間労働者および日雇い労働者の場合、支援金
額は労働時間に比例する。

• 雇用労働部は2022年度も雇用安定資金による支援を追加で実施することを示し
たが、2021年度の1.3兆ウォンから規模を縮小し、2022年度予算では0.5兆ウォ
ンとした。また、コロナからの景気回復を考慮して支援期間を6カ月に短縮する
予定である。
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全国一律制に向けた
全労連の

中小企業助成策（2022年1月25日全労連評議会）

• ＊直接的支援 時給1500円に向けた賃上げ助成金の導入

• ＊当面時間単価300円×月150時間（所定時間）×12ケ月＝54万円

• ＊社会保険料 厚生年金、健康保険の事業主負担の3割を国が負担

• ＊賃金引上げに伴う単価引上げなど「公正取引」に向けて①下請代金支
払遅延防止法の罰則強化や監視体制の強化

• ＊労組と結んだ賃金協定を独占禁止法のカルテルとして違法にならない
ように適用除外に

• ＊地域における有効需要創出に向けて社会保障分野の公的価格を引上げ

• ＊官公需の中小企業優先発注の拡充

• ＊賃金を重視する公契約法・条例の制定

• ＊小規模振興法などの改正

• ＊地域金融機関による中小企業融資、経営支援の強化 43
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